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平成 14年度業務運営の要点

1 .総括的運営方針

平成 14年度は、独立行政法人としての 2年目の年であり、研究組織及び研究プ

ロジェク卜の円滑な運営、新たな研究棟を含む研究基盤の整備並びに所内諸システ

ムの運用と一層の改善に多くの努力を傾注するとともに、中期計画で設定された研

究業務の目標達成に向けて全力を投入した。

2.研究の着実な実施と中間評価

重点、特別研究プロジェクト及び政策対応型調査研究

・重点特別研究プロジェク卜及び政策対応型調査研究については、中期計画の目標

の達成に向け着実に推進し、 15年4月の外部研究評価委員会において、 14年

度までの成果についての中間評価を受けた。

・中間評価においては、重点特別研究プロジェクトについては、一定水準以上の評

価を得たが、政策対応型調査研究については、相対的に厳しい評価を受けた。こ

れは、循環型社会の形成や化学物質リスクの管理の分野において、多方面にわた

る研究への期待度がますます高まっているなかで、こうした期待に必ずしも十分

に対応できていないのではないかという指摘と考えている。

・中間評価の結果を 15年度の研究実施に反映するためにプロジェク卜等ごとの集

中討論を行っており、各委員からのコメン卜を踏まえ、必要に応じて研究計画の

見直し等を行いつつ、一層の研究の進展を図ることとしている。

基盤的研究

・6つの研究領域において基盤的研究を実施したほか、所内公募研究として、主に

若手研究者の育成を主眼とした「奨励研究J、及びプロジェクト志向型の「特別研

究」を実施した。

・奨励研究については、 14年度後期にも公募を行い、一層の活性化が図られた。

また、特別研究については、外部研究評価委員会の事前評価を行い、新たに3課

題を採択した (15年度から実施)。この 2年間の経験も踏まえつつ、所内公募研

究のあり方について、さらに見直しを行っていくこととしている。

知的研究基盤

・環境研究基盤技術ラボラトリーにおいて、 14年度から環涜試料タイムカプセル

化事業を開始するとともに、地球環境研究センターにおいて、温室効果ガスイン

ベントリーオフィスを設置するなど、知的研究基盤の整備に向けた取組を進めた。

3.企業、大学、地方環境研究所等との連携

・企業との共同研究 (22件)、企業からの受託研究及び研究奨励寄付金 (20件)
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の件数は、 13年度(それぞれ 18件及び 11件)に比べて着実に増加した。ま

た、(社)日本自動車工業会との間では、 15年度から「自動車排出ガスに起因す

るナノ粒子の生体影響に関する共同研究j を実施することに基本的に合意すると

ともに、 15年 1月には、欧米の研究者を招いてナノ粒子に関する国際ワークシ

ョップを協力して開催した。

・大学との聞の交流協定等は、 1件増の 7件となった。また、東京大学新領域創生

科学研究科と連携した取組の一環として、「環境研究のフロンティア」と題する公

開ジョイントフォーラムを開催した。

・全園地方環境研連絡協議会と連携して、全国環境研究所交流シンポジウム(テー

マ「廃棄物・リサイクル研究の現在と未来J)を開催するとともに、地方環境研究

所との協力に関する意見交換会を開催した。また、 24の地方環境研究所との間

で45件の共同研究を実施した。

.UNEP、 IPCC、OECD等の国際機関の活動や IGBP、Species2000(生

物多様性研究ネットワーク)等の国際研究プログラムに積極的に参画するととも

に、 UNEPのミレニアム・アセスメント、 GT I (世界分類学イニシアチィブ)

のフォーカルポイント、 AsiaFluxネットワークの事務局としての活動等の取組

を進めた。

4.研究員の確保、職務能力の向上

新たな研究課題への対応等のため、 14年度においては、公募により研究系職

員 16人を新たに採用した。一方で大学への転出者等が9人あり、 14年度末の

研究系職員の数は、前年度 (19 3人)に比し 7人増の 200人となった。なお、

このうちの任期付研究員は 28人、割合にして 14%となった(中期計画の目

標:1 3 %程度)。

・増大する研究ニーズへの対応を補完する等のため、 N I E Sフェ口一、 NIES

ポスドクフェ口一等の研究費により雇用する研究員の採用を進めた。 14年度末

の員数は 84人であり、前年度 (47人)に比し約8割増となった。

・職員の職務能力向上のため、面接による目標設定と業績評価を行う戦務業績評価

制度を全職員を対象に実施した。 13年度職務業績の評価結果については、 14 

年度の6月期ボーナス(業績手当)及び特別昇給に反映させた。

・研究活動等で顕著な功績があった職員に対する N I E S賞の表彰 (2名)、若手研

究職員の派遣研修制度の創設(実施は 15年度から)を行った。

5. 自己収入の確保、予算の効率的執行

・14年度においては、総収入額 15，109百万円のうち、自己収入として 3，

9 1 0百万円を確保した。これは年度当初の見込額 (3，350百万円)を上ま

わり、 13年度実績は， 1 9 3百万円)に対し 2割強の増であった。その主な

内訳は、次のとおりである。
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-競争的資金等

・政府業務受託

-民間等受託、民間寄付

・試料分譲、施設使用料

1 4年度 ( 

2， 237百万円(2 ， 
1， 547百万円(1 ， 

6 1百万円(

1 3百万円(

1 3年度 ) 

059百万円)

036百万円)

3 3百万円)

4百万円)

-一定額以上の契約については、専門経験を要するものを除き原則として競争入札

によることとし、 1 4年度においては、 51件について一般競争入札を行った。

特に、所内施設の管理等に係る契約については、業務内容の見直し等を行い、経

費の削減を図った。

・営繕工事については、効率的な施工の見地から発注、監督を自ら行う自主施工を

目指しており、 14年度においては、 1件(環境試料タイムカプセル棟の本体工

事)を除き、すべて自主施工により実施し、積算精査等を通じてコスト圧縮に努

めた。

・その他、会計事務のシステム面及び手続きの改善等により、事務処理の効率化を

図った。

6.施設の効率的運用

・循環・廃棄物研究棟、環境生物保存棟及びバイオエコエンジニアリング研究施設

が竣工し、本格的な稼働に入った

・研究施設の効率的な運用と将来を展望した計画的な整備を行うため、大型施設等

の運営管理方法の見直しを行い、施設の休廃止及び管理の一体化、業務請負費の

見直し等の改善方策を決定し、 1 5年度から実施することとした。

・所内公募をもとに優先順位を付け、共通性、緊急性の高い研究施設・機器、研究

の共通インフラ等の更新・整備を行った。

・スペース課金制度に基づき各ユニットから返納された空きスペースについて、新

たな研究ニーズへの対応を中心に 610rriを再配分した。

・大気拡散風洞実験施設の外部使用貸付を開始した。

7.環境配慮の取組

・14年度の上半期において、所内の冷房等の熱源であるガスを中心としたエネル

ギー消費量が、対 12年度比6%の増(床面積当たり)となったため、大型施設

等の計画休止の追加実施、冬季暖房の合理化等の省エネ対策の強化を行って、年

間実績としては 3%の増加に収めた。

また、将来の省エネシステムの再評価を行い、最適と判断された省エネ型冷凍

機の導入を決めたほか、冷暖房の呂標温度の強化等の省エネルギー計画の見直し

を行った。

・上水使用量については、対 12年度比83% (床面積当たり)となり、計画の目

標 (12年度比90%以下)ιを達成した。
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.1 3年度に策定した「廃棄物・リサイクルに関する基本方針及び実施方針」に基

づき、廃棄物の分別収集体制を大幅に見直すとともに、新たに「国立環境研究所

廃棄物管理規程」を制定することにより、廃棄物管理に関する責任体制の明確化

等を行った。

8.研究成果の社会への還元、広報活動

・研究成果の社会への還元の一環として、大学の併任教官としての講義、各種審議

会・委員会への参画、企業・地方環境研究所等との共同研究、研究情報誌「環境

儀」の刊行(年4号)などを進めた。

・14年度には7件の発明を職務発明に認定した。なお、 14年度には職務発明に

係る特許として5件が新たに登録され、研究所が保有する特許権は40件、実用

新案権は3件となった。また、特許等の取得を促進するために、専門家による特

許セミナーや特許相談会を開催した。

・14年度の研究成果の誌上発表件数は 560件、口頭発表件数は957件で、平

成8年度から 12年度までの年間平均値のそれぞれ 1. 1 7倍、 1. 2 5倍に相

当し、中期計画の目標(平成8~ 1 2年度の 1割増)の達成に向けて、着実な成

果をあげた。

・14年6月に国立環境研究所の研究成果を発表する公開シンポジウム 2002 
「環境温故知新」を開催し、約 1，000人の参加を得た。

・研究所施設の一般公開 (4月と 6月)、国内外からの視察(国内 82件、海外43
件)により、約 3000人を受け入れた。

・「国立環境研究所友の会」による研究所との交流活動を始めとして、環境研究・

環境保全に関するイベント、展示会等に積極的に協力を行った。

・マスコミからの取材に積極的に応じ、 14年度、当研究所の研究が紹介された新

聞報道は 93件にのぼった。

9.環境情報の提供等の取組

EICネット

・より効果的な環境情報の発信を目指し、所外の有識者から成る「環境情報の適切

な普及に関する検討会Jの開催、環境情報のニーズ等に関するヒアリング調査、

利用者に対するアンケー卜調査などを行い、 EICネットの内容改善に反映する

こととした。

・14年度における EICネットの利用ヒット(ページアクセス)件数は、月平均

約245万件、年度総計約 2，940万件であり、着実に増加している。

環境GIS

・「環境省国土空間データ基盤整備等実施計画」に基づき、同計画で規定される第
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1類型(各種指定・規制図データ)を 15種類、第2類型(環境質調u定データ)

を2種類、データベース化するとともに、 GISによるこれらのデータの重ね合

わせ表示のできるウェブGISシステム(環境GI S)を隠発し、 14年9月に

本格運用を開始した。

国立環境研究所ホームページ

.1 4年度における国立環境研究所ホームページの利用ヒット(ページアクセス)

件数は、月平均約 360万件、年度総計約4，300万件であり、 13年度に比較

して約2割増加している。

・年報、特別研究報告、環境儀の他、新たに過去の研究報告、業務報告についても、

画像等を含めた全文がホームページから閲覧できるようにした。

・ホームページを通じて最新の研究成果・データベースを積極的に発信するととも

に、各研究ユニットからの情報発信を促進した。 14年度に公開を開始したデー

タ等は環境ホルモンデータベースなど 10件である。
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(参考)業務実績報告書の記載様式について

平成 14年度の年度計画における記載内容を、事項の順に記載。

14年度計画の位置づけ

[上一一期目標期間(鴨川17相 に … 置

づけを記載。

重墾皇室輩

当該事項に係る 14年度における業務の実績を記載。

なお、( )書きの数値は、平成 13年度の実績を示す。

園連重担

自己評価と今後の対応

[一研究所…14年度実績に一己評価と維の取
組の方向等を記載。



第 1.業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

1 .効率的な組織の編成

中期計画の達成に向け、効率的かつ機動的に研究等を実施する観点から、

研究所の組織体制の充実を図るとともに、必要に応じて見直しを行う。

14年度計画の位置づけ

独立行政法人化後の 2年度目として、中期計画の達成に向け、研究所の組織体制

の充実などを進める。

童蓋旦皇聾

1 .組織体制の見直し

一平成 14年度末現在の国立環境研究所の組織は、資料 1のとおりである。

一この組織体系は、独立行政法人化した 13年度に編成したものと基本的に同じで

あるが、 14年度においては、新たな研究ニーズ等への迅速な対応を図るため、

次のような調査研究組織の設置を行った。

地球温暖化対策推進法に基づく我が国の温室効果ガス総排出量の算定業務

(環績雀から受託)を行うため、地球環境研究センターに「温室効果ガスイ

ンベントリーオフィスJを開設

環境ナノ粒子の健康影響研究、黄砂問題への取組み体制を明確にするため、

PM2.5・DEPプロジェクトの下に「環犠ナノ粒子研究サブグループ」を、

統括研究官の下に「黄砂研究チーム」を設置

ーまた、監事を補佐し内部監査を担当する監査室は、総務部内に置かれていたが、

中立・公正な監査業務を実施する見地から、独立した組織に改め、専門スタッフ

を配置した。

2.組織体制の充実

一前年度に引き続き、中期計闘に基づく調査研究等を推進するため、組織体制の充

実に必要な職員の配置を行った。(資料 2)

-1 4年度末現在、主な研究組織の常勤職員数(併任を含む。)は次のとおり。

基盤的調査研究を推進するコアラボラトリーとしての6つの「研究領域Jで

は11 8人
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重点化した研究プロジェクトを実施する 6つの「重点、特別研究プロジェクト

グループ」では 104人

環境政策の立案・実施を研究面から支援する 2つの「政策対応型調査・研究

センター」では44人

知的研究基盤を担う「地球環境研究センター」及び「環境研究基盤技術ラボ

ラトリー」では40人

主な研究組織の常勤職員(併任含む)数の推移

平成 13年度末 平成 14年度末

基盤的「研究領域j 1 1 4人 1 1 8人

重点特別研究プロジェク卜 100人 1 04人

政策対応型調査・研究 4 1人 44人

知的研究基盤 39人 40人

関連資料

資料 1 国立環境研究所の組織

資料2 ユニット別の人員構成

自己評価と今後の対応

独立行政法人化後の基本的な組織編成のもとで、新たなニーズに対応する研究チ

ーム等の設置、監査体制の強化を行うとともに、研究部門を中心に人員配置の充実

を図った。次年度以降も、効率的かつ機動的に研究等を実施する観点から、組織体

制の必要な見直しゃ充実を図る。
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2.人材の効率的な活用

任期付研究員を含め、国内外の学界、産業界等から幅広く優れた研究者を

登用する。

研究者を研究費により採用する流動研究員制度を活用しつつ、研究者の確

保に努める。

面接による目標管理方式を基本とした職務業績評価制度により、本人の職

務能力の向上を図る。

14年度計画の位置づけ

研究組織等の充実のため、幅広く優れた研究者を採用・確保するとともに、職員

の職務能力の向上を図る。

差蓋旦皇鍾

1 .常勤職員の状況、研究系職員の採用

一平成 14年度末の常勤職員は 26 1人であり、そのうち研究系職員は200人で

あった(前年度末では常勤職員255人、うち研究系 193人)0 (資料3)

-1 4年度においては、研究系職員 16人を新たに採用し、これらはすべて公募に

よった(資料4)。ただし、大学への転出者等が9人あり、研究系職員の実員は7

人の増にとどまった。

-14年度に採用した研究系職員のうち 11人は任期付研究員であった。その結果、

同年度末の任期付研究員は 28人となり、研究系職員の中で占める割合は 14%

になった。

研究系職員の人数

平成 13年度 平成 14年度

新規採用 20人(16) 1 6人(11) 

転出等 5人( 0) 9人( 0) 

年度末人数 193人(17) 200人(28) 

注)カッコ内は、任期付研究員の数(内数)である。

2.流動研究員、共同研究者等の確保

一高度な研究能力を有する研究者や独創性に富む若手研究者等を受け入れる流動
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研究員制度を活用し、 NIESフェロ一、 NIESポスドクフェロ一等の採用を

進めた。 14年度末の員数は84人であり、前年度 (47人)に比し約8割増と

なった。(資料5)

一外部との連携を図るため、国内外の大学、研究機関等から客員研究官 12人、客

員研究員 312人を委嘱・招へいするとともに、共同研究員 63人、研究生 73

人を受け入れた。(資料 6)

流動研究員等の人数

平成 13年度末 平成 14年度末 備考

流動研究員 47人 84人
研究所の研究業務遂行のため、

研究費で雇用した研究者

客員研究官 1 2人 研究所の研究への指導、研究

実施のため、研究所が委嘱し
客員研究員 3 1 1人 3 1 2人 た研究者

共同研究員 77人 63人 共同研究、研究指導のため、

研究所が受け入れた研究者・
研究生 8 1人 73人 研究生

一環場情報提供、施設管理等の業務に必要な技術要員を確保するため、新たに高度

技能専門員の雇用制度を設けた。 14年度の採用員数は 1人であるが、今後さら

なる活用を図る。(資料7)

3.職務業績評価など職務能力向上のための取組

一毎年度における職員の職務活動について、面接による目標設定と業績評価を行う

職務業績評価制度を実施した。また、 13年度職務業績の評価結果については、

1 4年度の 6月期業績手当及び特別昇給に反映させた。(資料8)

一職員の健康を確保し就労環境を良好に維持・改善するため、職員の健康診断、産

業医による健康相談、衛生管理者による所内巡視、作業環境測定等を実施した。

また、メンタルヘルス対策として、管理職(室長クラス以上)を対象とした講習

会の開催等を行った。(資料 9)

ーその他、研究活動等で顕著な功績があった職員に対する NIES賞の表彰 (2人)、

若手研究職員の派遣研修制度の創設(実施は 15年度から)を行った。

国連宣担

資料3 常勤職員の状況

資料4 平成 14年度研究系職員の採用状況一覧

資料5 流動研究員制度の概要と実績
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資料6 平成 14年度客員研究員、共同研究員等の受入状況

資料7 高度技能専門員制度の概要

資料8 職務業績評価の実施状況

資料9 平成 14年度における安全衛生管理の状況

自己評価と今後の対応

新たな研究課題への対応等のため、研究系職員の採用、流動研究員等の受入を進

めるとともに、職務業績評価の実施等により職務能力の向上に努めた。今後も、研

究推進に必要な研究者の登用、活用を積極的に進める。
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3.財務の効率化

競争的資金及び受託業務経費について、平成 14年度の見込額の確保を図

るなど、自己収入の確保に努める。

大型研究施設の利用、環境微生物等の頒布等研究所の知的・物的能力を所

外に有償提供することにより収入の確保に努める。

会計事務への電子決済システムの段階的な導入等により、事務処理の効率

化を図る。

予算の経済的な執行による支出の削減努力及び f5.業務における環境配

慮」の光熱水量の削減努力により、運営費交付金に係る業務費の少なくと

も1%相当の削減に努める。

14年度計画の位置づけ

外部資金たる自己収入の目標額確保を図るとともに、予算の効率的執行に努める。

重量皇室重

1 .自己収入の確保

一平成 14年度においては、運営費交付金を始めとする研究所の収入額 15， 1 0 

9百万円のうち、自己収入として総額 3，9 1 0百万円を確保した。これは年度

当初の見込額 (3，350百万円)を上まわり、 13年度実績 (3，193百万

円)に対し 22. 5 %の増であった。(資料 10) 

自己収入の総額と主な内訳 (金額単位:千円)

区 分 平成 13年度 平成 14年度

自己収入の総額 3，192，543 3，910，228 

主 競争的資金・一括計上 2，059，411 2，236，996 

な 政府業務受託 1，035，766 1， 547，028 

内 民間等受託・民間寄附 32，542 60，966 

訳 試料分譲・施設使用料 4，010 13，373 

一このほか、科学研究費補助金等の研究補助金については、 65件、 551百万円

の交付を得た(資料 12)。なお、これらの補助金は、間接経費 (29. 7百万

円)を除き、研究所の収入には算入されない。

2.知的・物的な所外貢献

一知的・物的な所外貢献として、環境標準試料や微生物保存株に係る有償分譲を引

き続き行ったほか、新たに大気拡散風洞実験施設について、使用貸付実施要領に
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よる外部への有償貸付を開始した。 14年度において、環境標準試料等の分譲に

よる収入は 649万円、大気拡散風洞実験施設の使用貸付による収入は689万

円であった。

-14年度、職務発明に係る特許として5件が新たに登録された。これにより、研

究所が保有する特許権は40件、実用新案権は3件となった。

3.事務処理の効率化

一会計事務のシステム商では、 13年度に導入した独立行政法人用のコンビュータ

システム(会計基本システム)を引き続き活用するとともに、次の改善を行った。

・購入契約等の相手方への支払(決済)については、会計基本システムの機能と

して作成される振込関連データに基づき、オンラインにより取引銀行に振込を

依頼するフアームバンキングの拡充を図り、 1 3年度に導入した国内向けに加

え、 14年度は海外向けにも適用を開始した。

-会計基本システムで日々更新される財務データを用いて、各研究者等が担当す

る予算の執行状況を自分のパソコンで閲覧できるシステム(会計閲覧システム)

を 14年 12月から運用開始し、各ユニット・研究者等が計画的な予算管理を

行うための情報手段を提供した。

一事務用品、研究機器等の調達については、研究者単位・予算区分ごとの小口発注

でなく、物品等の取扱業種単位で全所的に取りまとめて発注する一括購入を進め

た(資料 13)。その結果、物品購入の総量が急増するなか、契約件数の削減・

集約を通じ、調達業務の効率化が図られた。

物品購入の契約件数と契約総額

平成 13年度 平成 14年度(対前年度比)

物品購入の契約件数 7， 49 3件 6， 425件 (0. 86) 

同 契約総額 2， 074百万円 3， 1 20百万円 (1.50)

ーその他、月間約 600件に及ぶ職員の出張・外勤関係決裁の事務を簡略化しユニ

ツ卜本位に改めるなど、事務処理の合理化を行った。

4.予算の経済的な執行、業務費の削減のための取組

一一定額以上の契約については、専門経験を要するものを除き原則として競争入札

によることとしており、 14年度においては、 51件(前年度 32件)について

一般競争入札により契約を行った。

一独法化前は国土交通省に委任していた営繕工事については、効率的な施工の見地
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から原則として自主施工を行っており、 14年度においては、 1件(環境試料タ

イムカプセル棟建設の本体工事)を除き、すべて自主施工により実施した。これ

らの営繕工事では、積算精査等を通じてコス卜圧縮に努めた。(資料 14) 

一所内施設の管理等に係る契約については、対象施設が増加するなかで業務内容の

見直し等を行い、経費の削減に努めた。その例としては、

所内清掃業務の請負契約では、清掃回数の削減、ごみ分別の職員実施等の見直

しと競争入札により、前年度59百万円に対し、 14年度41百万円に(削減

額 18百万円)

所内警備業務の請負契約では、同様に、前年度41百万円に対し、 14年度2

5百万円に(同 16百万円)

所の電話使用契約では、契約方式の変更(マイライン)等により、前年度21 

百万円に対し、 14年度 14百万円に(同 7百万円)

一以上の取組により、運営費交付金に係る効率化係数(1 .1 %減)相当額差引後の

予算範囲内で事業を執行するとともに、後述のスペース課金も含めて新たな研究

基盤整備等の財源を捻出した。

5.適正な財務管理の取組

一研究所における月次決算や財務収支状況等を定期的に所内に開示し、適正な財務

管理に努めた。

一棚卸資産の適正管理のため、 15年3月末に実地棚卸調査を行った。

一独立行政法人化後の新たな業務である受託(請負)事業については、各ユニット

に対し会計事務手続きの説明・指導を行うなど、適切な執行管理を図った。

関連資料

資料 10 

資料 11 

資料 12 

資料 13 

資料 14 

平成 14年度自己収入の確保状況

平成 14年度受託一覧

平成 14年度研究補助金の交付決定状況

契約依頼手続きの改善概要

平成 14年度営繕工事の実施状況

自己評価と今後の対応

当初見込み以上の自己収入を確保するとともに、予算の効率的執行に努め、運営

費交付金に係る効率化係数適用後の予算範屈内で事業執行を行った。引き続き、よ

り一層の財務の充実と効率化に努める。
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4.効率的な施設運用

スペース課金制度の運用等により、研究施設の合理的・効果的な利用の推

進を図る。

大型実験施設の他機関との共同利用や受託業務での利用等による効率的

な施設利用を促進する。

研究施設の計画的な保守管理を行う。

14年度計画の位置づけ

スペース課金制度の適切な運用等を図るほか、施設の効率的な運用に向けた取組

を進める。

重量旦皇重

1.スペース課金制度の運用

一研究所のスペースの合理的利用と業務の適正かつ効率的な運営に資するため、ス

ペース課金制度に基づき課金徴収を行うとともに、各ユニットから返納された空

きスペースについて、新たな研究ニーズへの対応を中心に 610m2を再配分した。

(資料 1
、
5)

2.新たな研究施設の稼働等

一国の整備による循環・廃棄物研究棟、環境生物保存棟及びバイオ・エコエンジニ

アリング施設が竣工し、 14年度、本格的な稼働に入った。

一共通性、緊急性の高い研究施設、研究機器、研究の共通インフラ等の更新・整備

を図るため、内部財源を捻出し、所内公募により優先順位を付けつつ、研究基盤

整備を行った。(資料 16) 

3.効率的な施設利用のための取組

一大型研究施設について、他機関との共同利用や受託業務による利用を図るととも

に、大気鉱散風洞実験施設の外部使用貸付を開始した。また、大型で高価な分析

機器等を「共通機器j として、広く研究者が利用できるように管理・運営すると

ともに、所内料金制による使用料を機器の維持管理コストに充てた。

一大型施設の運営・保守管理については、関係研究者を中心とした各施設の運営連

絡会と総務部の連携の下、外部の専門業者を活用して実施した。(資料 17)
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一研究所の施設の効率的な運用を図るとともに、将来の研究の方向を展望した大型

施設等の計画的な整備等を行うため、委員会を設置し、大型施設等の運営管理方

法の見直しの方向性等を検討し、 12月にその検討結果を示した「大型施設等見

直し検討小委員会報告書」をとりまとめた。

報告書を踏まえ、施設の休廃止及び管理の一体化、業務請負費の見直し、各施

設の管理運用に関する担当ユニットの指定、大型施設調整委員会の設置等の改善

方策を決定した。これらは 15年度から実施に移される。(資料 18) 

関連資料

資料 15 

資料 16 

資料 17 

資料 18 

スペース課金制度の概要と実施状況

平成 14年度研究基盤整備の概要

平成 14年度大型施設関係経費

大型施設の運営管理の見直しについて

自己評価と今後の対応

スペース課金制度の活用等により、所内スペースの効率的な利用、施設の効果的

な利用や保守管理に努めたほか、大型施設の運営管理の見直しを行い、次年度以降

の改善の方針をとりまとめることができた。
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5. 業務における環境配慮

研究所の環境憲章に基づき、環境配慮の着実な実施を図る。

グリーン購入法に基づき作成した調達方針に基づき、環境に配慮した物品

及びサービスの購入・使用を徹底する。

「地涼温暖化対策の推進に関する法律Jに基づき、政府の事務及び事業に

関する温室効果ガスの排出の抑制等のための実行計画に定められる目標

に準じて、その達成を目指す。

当面は、環境負荷の削減のための資源・エネルギー利用の節約を図るため、

研究所の延床面積あたりの電気・ガスなと‘の光熱水量を、平成 12年度比

で概ね 90%以下に維持することを目標として、大型実験施設の計画的・

効率的利用を含む省エネルギー計画を策定し、これに基づき、省エネルギ

ーの計画的な推進を図る。また、エネルギー課金制度についても検討を進

める。

廃棄物・リサイクルに関する基本方針に基づき、廃棄物等の発生抑制を図

るとともに、廃棄物等のうち有用なもの(循環資源)の循環的な利用等を

推進する。

化学物質の使用等の現状を把握し管理の徹底を図るなど自主的な環境管

理の推進に努める。

これらの環境配慮の取組状況をとりまとめ公表する。

14年度計画の位置づけ

環境憲章等に基づき、環境配慮のための取組を進め、その着実な実施を図る。

童蓋旦墨重

1.環境憲章に基づく環鏡配慮

一研究所が定めた環境憲章に基づき、ユニット長等で構成する環境管理委員会の下

に、環境配慮の着実な実施を図った。主な取組は以下のとおりである。(資料 1
9) 

2.省エネルギー等の取組

一省エネルギー等の計画的推進のため、「国立環境研究所省エネルギー等計画」に

基づき、例年どおり大型実験施設の計画的休止等に取り組んだが、 14年度の上

半期において、所内の冷房等の熱源としているガスを中心にエネルギー消費量が

増加し、省エネ計画の指標である対 12年度・床面積当たりで 6%の増となった。

(資料20)

一このため、下半期の省エネ対策の強化、省エネ計画の見直し改定を行った。

1 4年度下半期の省エネ対策強化では、大型施設等の計画休止の追加実施、冬季
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暖房の合理化(室温20'Cを目標にエネルギーセンターと各棟の取組を具体化)、

所内エネルギー情報の月別公表等を決め、実施した。(資料21 ) 

省エネ計画の見直しでは、計画中の新棟整備後の 16年度を想定して省エネシス

テムの再評価を行い、最適と判断された省エネ型冷凍機の 15年度導入を決めた

ほか、冷暖房の目標温度の強化などを行った。(資料22)

一平成 14年度における光熱水量の実績は、下表のとおりであった。

電気・ガスのエネルギー消費量は、上記の下半期省エネ対策強化により改善が見

られたものの、年間実績としては対 12年度比・床面積当たりで 3%の増加とな

った。

一方、上水使用量については、対 12年度比・床面積当たりで 83%となり、計

画の目標 (1 2年度比・床面積当たり 90%以下)を達成した。

エネルギー消費量及び上水利用量

王子~ 平成12年度 平成13年度 平成14年度

電気 274，075GJ 312，771 GJ 339，458GJ 

エネルギー消費量 ガス 176，084GJ 215，709GJ 254，076GJ 

合計 450，159GJ 528，480GJ 593，534GJ 

床面積当りエネルギー消費量 7.4394GJ/m 7.3508GJ/m 7.6451 GJ/m 

(増減率) (100) (99) (103) 

上水利用量 148，054 m 155，992 m 157，807 m 
床面積当り上水利用量 2.44 m/m 2.16 m/m 2.03 m/m 
(増減率) (100) (89) (83) 

(参考)延床面積 60，510 m 71，894 m 77，636 m' 

ーなお、地球温暖化対策推進法に基づく政府の温室効果ガス排出抑制等に関する実

行計画が14年7月に策定されたことから、研究所における 14年度の二酸化炭

素排出量を算定したところ、政府実行計画と閉じ指標の対 13年度比・排出量で

は 13%の増加、同・床面積当たりでも 3 %の増加であった。(資料 20)

今後、改定省エネ計画の推進等により、できるだけ早期の排出削減を図りたい。

3.廃棄物・リサイクルの取組

-1 3年度に策定した「廃棄物・リサイクルに関する基本方針及び実施方針」に基

づき、廃棄物の分別収集体制を大幅に見直すとともに、広報活動等による周知・

啓発を図り、廃棄物の減量化及びリサイクルに努めた。(資料23) 

一廃棄物管理の充実を図るため、従前の廃棄物処理規則等を全面的に見直し、新た

に f国立環境研究所廃棄物管理規程」を制定することにより、廃棄物管理に関す
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る責任体制の明確化、分別・保管・処分に関する規定の整備等を行ヲた。今後、

実験系廃棄物の取扱要領等を再整備し、廃棄物管理に万全を期することとしてい

る。(資料 24)

一上記の実施方針と規程に基づき、廃棄物等の発生量を日々計測し、集計整理した。

平成 14年度における廃棄物等の発生量は下表のとおりであり、所内施設・人員

の増加等とともに総量は増加したものの、分別回収の徹底によりプラスチック・

金属類等の再資源化が図られた。

廃棄物等の発生量

区 分 平成13年度 平成14年度 備 考

可燃物 53，448 kg注1) 71，509 kg 

実験廃液 5，334 ~ 10，019 E 本構外施設から受入

廃プラスチック類 8，845 kg 

ペットボトル 699 kg 

アルミ缶 317 kg 

f盾 38，850 kg 分別の徹底
金属くず 9，587 kg 

E景
機器等 8，612 kg 

資

j原 電池類 266 kg 

古紙 43，960 kg 51，941 kg 

空き瓶 2，650 kg 6，032 kg 

ガラスくず 4，580 kg 2，049 kg 

AEe2 h 計 148，822 kg窪2) 169，876 kg 対前年度114%

(参考)研究所の職員数出} 595 人 673 人 対前年度113%

注1.平成13年度の可燃物発生量は推計値を含むものであり、 14年度と算出方法が異なる。
注2.合計の重量は、実験廃液を1リットル=lkgと仮定して計算した。
注3.臓員数は、常勤職員及び非常勤職員の合計である。

4.化学物質の適正管理

-13年度に策定した「化学物質のリスク管理に関する基本方針及び実施方針』に

基づき、管理台帳システムに基づく化学物質管理を徹底するなど化学物質の合成、

購入、保管、使用から廃棄に至るまでの適正な管理を推進した。(資料26) 

-r特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進Iこ関する法律J

(以下、 PRTR法という。)に基づき、夕、イオキシン類の環境排出量の届出を行っ

た。また、同法に基づく届出対象の基準に達しなかった化学物質についても、保

管、購入、使用、廃棄状況の調査を行っており、結果がまとまり次第、公表する

予定である。

13 



5.グリーン調達の実施

ーグリーン購入法に基づき、国立環境研究所として策定した「環境物品等の調達の

推進を図るための方針jにより、環境に配慮した物品・役務の調達を進めた。(資

料 26)

6.取組状況の公表、住民との対話

一14年度に実施した環境配慮の取組について、その状況を取りまとめ、ホームペ

ージで公表した。

ーまた、研究所周辺の住民との対話にも努め、その要望等を踏まえた防音対策工事

の実施(排気装置の遮蔽など)、防犯対策への協力(照明灯の設置)等を行った。

堕重重型

資料 19 

資料20
資料21 
資料22

資料23 
資料24

資料25
資料 26

独立行政法入国立環境研究所環境憲章

エネルギー消費量等の状況

平成 14年度下半期の省エネ対策の強化について

独立行政法人国立環境研究所省エネルギー等計画

廃棄物・リサイクルに関する基本方針及び実施方針

独立行政法人国立環境研究所廃棄物管理規程

化学物質のリスク管理に関する基本方針及び実施方針

平成 14年度環境に配慮した物品・役務の調達実績

自己評価と今後の対応

エネルギー消費量など目標に照らし至らない点があったが、省エネ計画の改定と

冬季暖房の合理化、廃棄物管理の充実などに鋭意取り組んだ。今後、改定強化した

対策の着実な実施により、具体的成果の早期実現に努める。
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6. 業務運営の進行管理

平成 14年度の研究計画を作成し、公表する。

重点研究分野の主要研究課題ごとに定めたリーダーを中心に、研究内容の

調整、進行管理等を行う。

特に、第 2. 1 (3)のア.重点特別研究プロジェクト及びイ.政策対

応型調査研究については、研究所内部での進行管理に加えて、当該年度

の研究計画について、外部の専門家の評価・助言を受けながら実施する。

所内に業務の的確かっ円滑な調整、推進を図るための所内委員会等におい

て、業務運営の実施状況をモニターしながら、的確な実施を図る。

14年度計画の位置づけ

当該年度の研究計画を作成するとともに、 13年度に整備した基本的体制の下で、

業務運営を的確に進行管理する。

差整虫墨鐘

1 .研究計画の作成

一重点特別研究プロジェクト、政策対応型調査・研究、重点研究分野ごとの研究課

題、先導的・萌芽的研究及び知的研究基盤を対象に、平成 14年度の研究計画を

作成し、関係者に配布するとともに、ホームページで公表した。

また、平成 15年度の研究計画についてとりまとめを行った。

2. 重点、研究分野の研究推進

一重点研究分野については、主要研究課題ごとに指名されたリーダーのもと、所内

の研究の動向の把握、進行管理等に努めた。

3. 重点、特別研究プロジェク卜等の研究推進

一重点特別研究プロジェクト、政策対応型調査・研究及び知的研究基盤について、

所内の研究評価委員会による中間評価(平成 15年3月 11、 12日)及び外部

の専門家により構成される研究評価委員会による中間評価を行った(平成 15年

4月22目、 23日)。

今回の外部評価においては、昨年度より時聞を長くとるとともに、より実りあ

る評価・助言をいただくため、評価委員の中から、課題ごとに最も関係が深いと

恩われる委員を主査とし、また、専門分野が関係すると思われる委員に主担当を

特にお願いする方式をとった。
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4.委員会等による進行管理

一理事会に加え、研究所の運営に関する重要事項を審議するためのユニット長会議、

研究業務の円滑な推進を図るための研究推進委員会等を定期的に開催したほか、

目的に応じて所要の各種委員会を設置した。(資料27)

ーまた、ユニット長会議等においては、以下のように業務進捗状況等の定期報告、

進行管理を行った。

.ユニットごとの研究活動状況等の4半期ごとの定期報告

業務執行状況集計表、合計残高試算表による毎月の財務状況の報告

5. 内部監査の実施

一監事監査と協同して、監査室による期中内部監査を実施した。(資料 28)

1 4年度は、受託・委託・請負業務の執行及び財産管理の状況を中心に、各種規

程への準拠性や運営の効率性等について監査を行った。

国連室担

資料27 研究所内の主要委員会一覧

資料 28 平成 14年度内部監査の実施状況

自己評価と今後の対応

中期計画に沿って構成された研究計画を作成するとともに、中期計画の遂行に向

けて業務の進行管理を適切に行った。次年度以降においても、必要に応じ、こうし

た枠組みの見直しを行い、的確な進行管理を図っていく。
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第 2.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置

1 .環境研究に関する業務

( 1 )環境研究の充実

持続可能な社会の実現を目指し、地球環境の保全、公害の防止、自然環境

の保全及び良好な環境の創出の視点、に立って、環境政策立案に資する科学的

知見の取得に配慮しつつ、学際的かつ総合的に環境分野の研究を推進する。

また、環境技術の開発・普及の視点や、国内外の他機関との協力による

研究ネットワークの構築の視点にも留意しつつ、以下のとおり環境研究に

関する業務を行う。

14年度計画の位置づけ

環境・科学技術行政との連携、国内外の関係研究機関等との研究ネットワークの

継続・強化等を通じて、環境問題を先見した先導的な研究の方向を探索し、環境研

究の充実を図る。

塞童旦墨童

環境研究の充実に向け、以下の視点を重視した取組を行いつつ、環境研究に関す

る業務を実施した。なお、研究業務の詳細な実施内容は、後述する事項の(2 )以

下に記載している。

1 :総合的な研究の推進

一様々な専門分野をバックグラウンドとする所内の研究者を結集し、国内外の他機

関との連携を図りつつ、 6課題の重点特別研究プロジェクト及び2課題の政策対

応型調査・研究を中心とする分野横断的なプロジェク卜研究の実施に努めた。ま

た、環境分野を幅広くカバーする 6分野の研究領域をコアとして、基盤的研究を

推進した。併せて、常に先を見た研究テーマを考え、長期的に研究所の研究の方

向等を恒常的に議論する場として、研究担当理事の下に設置された研究推進タス

クフォースにおいて、研究所の長期的ビジョンの検討を進めた。

2.基盤的研究・先行先導的な研究の推進

一研究領域を中心に若手研究者の育成を図るとともに、奨励研究テーマ等の所内公

募研究制度の活用等により、競争的な環境の下での基鑓的研究の推進、先行先導

的な研究の発掘・育成に努めた。

17 



3. 園内の研究機関等との連携

一企業、国立研究所・独立行政法人等との間で共同研究契約を締結し、共同研究を

実施している(資料29)。また、 24の地方環境研究所との間でも共同研究を進

めている(資料30)。さらに、企業等から受託研究を 11件(前年度7件)、研

究奨励寄附金を 9件(4件)受けるなど企業等との連携に一定の成果がみられた。

(件数)

1 3年度 1 4年度

共同研究契約 37 40 

企業 1 8 22 

国立研究所・独立行政法人 7 8 

特殊法人その他 1 2 1 0 
地方環境研究所との共同研究 43 45 

企業等からの受託研究・研究奨励寄付金 1 1 20 

一今後の研究協力を模索するために企業3社 (3社)と情報交換・意見交換を行っ

た。特に、(社)日本自動車工業会との間では、平成 15年度から自動車排出ガス

に起因するナノ粒子の生体影響に関する共同研究を実施することに基本的に合意

(平成 15年5月20日に覚書締結)したほか、平成 15年 1月には、欧米の研

究者を招いてナノ粒子に関する国際ワークショップを協力して開催した。

一大学との聞で教育・研究交流の実施について取り決めた交流協定等は、継続・更

新も含めて7件 (6件)である(資料31 )。人的交流としては、研究者が大学の

併任教官となるほか、大学から客員研究員や研究生の受入等を行っている。(資料

32)また、東京大学新領域創生科学研究科と連携した取組の一環として、公開

のジョイン卜フォーラムを開催した。

一環境関係の国立研究所・独立行政法人の連絡調整・情報交換の場として「環境研

究機関連絡会」が設置されており、 14年度前半まで事務局を務めた。 14年度

は、 3回の連絡会を開催し各機関の活動の情報交換を行ったほか、環境分野への

ナノテク応用に関するワークショップを開催した。

一全園地方環境研連絡協議会と連携して、全国環境研究所交流シンポジウム(テー

マ「廃棄物・リサイクル研究の現在と未来J)を開催するとともに、地方環境研究

所との協力に関する意見交換会を開催した。

4. 国際的な活動への参画及び協力

-UNEP、IPCC、OECD等の国際機関の活動や IGBP、Speci es2000 (生
物多様性研究ネットワーク)等の国際研究プログラムに積極的に参画するととも

に、昨年度から参画したUNEPのミレニアム・アセスメント、 GT I (世界分

類学イニシアティブ)のフォーカルポイン卜、 AsiaFluxネットワークの事務局

としての活動等の取組を進めた。(資料 33) 
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一二国間の環境保護協力協定及び科学技術協力協定の枠組みのもとで、 14ヵ国

(1 4ヶ国)の研究機関と連携して、 72件(前年度 67件)の国際共同研究を

実施している(資料34)。また、これらの協定に基づく共同研究の見直しを随時

行っている。

一国際協力事業団 (JI CA)の研修生として集団研修等の視察 18件 189名 (21件

196名)、個別研修3件3名 (6件 14名)の受け入れを行った。(資料 35)

5.環境行政、科学技術行政との連携

一中央環境審議会や専門委員会への参画や、各種委員会・検討会での指導的役割、

さらに受託業務の実施等を通じて、研究所の科学的知見を環境政策の検討に活か

すよう努めた。その一環として、 14年度から新たに、地球温暖化対策推進法に

基づく温室効果ガスのインベントリー作成等を開始している。

一総合科学技術会議事務局に、研究所から参事官等として出向させるとともに、環

境分野の推進戦略に位置づけられた「イニシャティブ」の活動に積極的に参画し

た。

6.環境技術研究に関する取組

一化学物質の計jE|l技術や廃棄物の処理・リサイクル技術等の開発をはじめとした研

究を行っている。また、ナノテクノロジーを活用した環境技術開発について、関

係の国立研究機関、独立行政法人との情報交換、意見交換のためのワークショッ

プを開催するとともに、 15年度から新たに取り組むべき課題について検討を進

めた。

一こうした知見をベースに、企業との共同研究等を通じて環境技術の開発・普及に

積極的に寄与するとともに、環境省等における環境技術の開発・評価等の検討へ

の知見の提供に協力している。

盟重量担

資料 29 平成 14年度共同研究契約について

資料30 平成 14年度地方環境研究所等との共同研究

資料31 大学との交流協定一覧

資料32 大学の非常勤講師等の併任・委嘱状況

資料33 国際機関・国際研究プログラムへの参画

資料34 二国間協定等の枠組み下での共同研究

資料35 平成 14年度 JICA研修の受入状況

自己評価と今後の対応

1 4年度は、環境研究に関して、総合科学技術会議の定めた環境分野の推進戦略

の下で重点課題に省庁横断的に取り組む「イニシャティブ」の活動へ積極的に参画
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するとともに、各種機関との協力や委員会への参画等を通じて、社会的ニーズを踏

まえた研究の実施に努めた。

国際的な活動では、昨年度よりスタートしたUNEPのミレニアム・アセスメン

トへの参画、 GTIのフォーカルポイント、 AsiaFluxネットワークの事務局等の

活動を含め、世界に貢献するとともに、世界のフロンティアを取り入れた研究課題

の設定を行った。

大学との交流は、ジョイン卜フォーラムの開催など、研究協力の着実な進展が見

られた。また、環境研究を実施している国立研究所や独立行政法人の問での情報交

換・意見交換も進んでいる。

一方、企業との共同研究や企業からの受託研究については、昨年度以上に進展し

ており、日本自動車工業会のような業界団体との共同研究が実施の運びとなるなど、

企業との研究交流の少なかった当研究所としては、十分成果をあげた。

今後とも、国内外の研究機関や研究プログラムとの協力や、大学、企業など多方

面との連携強化に努めていく。
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(2 )重点、研究分野における業務内容

重点研究分野について、別紙 1の内容で研究を行う。

14年度計画の位置づけ

重点研究分野は、研究所全体が今後5年間に重点的に取り組む研究の方向を示し

たものである。 14年度の年度計画においては、 2年度目としての研究の方向を示

している。

なお、重点研究分野の 8割以上の研究等は、詳細な計画が示されている重点特別

研究プロジェク卜、政策対応型調査研究及び知的研究基盤整備によりカバーされて

おり、その他の部分は、経常研究、所内公募研究、競争的資金による研究、受託研

究により実施されるものである。

豊重豆皇畳

一①地球温暖化を始めとする地球環境問題への取組、②廃棄物の総合管理と環境低

負荷型・循環型社会の犠築、③化学物質の環境リスクの評価と管理、④多様な自

然環境の保全と持続可能な利用、⑤環境の総合的管理、⑥開発途上国の環境問題

⑦環境問題の解明・対策のための監視観測の各分野において、研究を行った。(資

事ヰ 36) 

一各分野における研究課題とその内容については、平成 14年度研究計画にとりま

とめて公表するとともに、 14年度の研究成果については、平成 14年度国立環

境研究所年報にとりまとめて公表した。また、平成 15年度研究計画を取りまと

めた。

園重量担

資料36 重点研究分野の平成 14年度研究実施概要

自己評価と今後の対応

平成 14年度は独立行政法人となって2年目の年であり、新しい組織、運営体制

の下で、各重点研究分野では、プロジェクトごとに濃淡はあるものの、着実な成果

をあげてきている。

今後、さらに研究が活性化されるよう努める。

21 



( 3 )研究の構成毎に見る業務内容

ア.重点、特別研究プロジェクト

重点、特別研究プロジェク卜について、別紙2の内容で研究を行う。

イ.政策対応型調査・研究

政策対応型調査・研究について、循環型社会形成推進・廃棄物研究センタ

ー及び化学物質環境リスク研究センターにおいて、別紙3の内容で調査・研

究を行う。

ウ.基盤的調査・研究

重点研究分野に係る研究を推進するとともに、長期的な視点に立って、環

境研究の基盤となる研究及び研究所の研究能力の維持向上を図るための創

造的、先導的な調査・研究を行う。

独創的・競争的な研究活動を促すとともに、将来の重点特別研究プロジェ

クト等に発展させるべき研究を奨励すること等のため、所内の公募と評価に

基づき運営する所内公募研究制度に基づき、奨励研究 14課題、特別研究7

課題を目途に推進を図る。

エ.知的研究基盤の整備

環境研究基盤技術ラボラトリー及び地球環境研究センターにおいて、別

紙4の内容で知的研究基盤の整備を行うとともに、可能なものから研究所

外への提供を行う。

14年度計画の位置づけ

中期計画に位置づけられた研究の全体情成は、資料37のとおりである。 14年

度は5ヶ年の中期計画の2年度目であり、昨年度立ち上げた研究組織、研究プロジ

ェクトの運営を軌道に乗せ、目標達成に向けた研究業務の推進を図る。

重量旦墨壷

ア.重点特別研究プロジェク卜

一次の 6つのプロジェクトグループを設置し、年度計画に記載した方向での研究を

実施した。

①地球温暖化の影響評価と対策効果

②成層圏オゾン層変動のモ二タリングと機情解明

③内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類のリスク評価と管理

④生物多様性の減少機備の解明と保存

⑤東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持続可能な環境管理

⑥大気中微小粒子状物質 (PM2.5)・ディーゼル排気粒子 (DE P)等の大気

中粒子状物質の動態解明と影響評価
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一各プロジェクトグループは、重点的に配分された運営費交付金を核に競争的資金、

業務受託費などを確保しつつ研究を実施した。

一各プロジェクトの研究は、 14年4月の外部研究評価委員会による年度評価(助

言)における委員コメントを踏まえつつ実施した。また、 14年度までの研究成

果について 15年4月の同委員会において中間評価を受け、 15年度以降の研究

実施方針に反映することとした。(資料 38) 

(注)研究評価制度の詳細については、 (4)で記述する。

イ.政策対応型調査研究

一政策対応型調査研究を実施する組織として、循環型社会形成推進・廃棄物研究セ

ンター及び化学物質環境リスク研究センターを設置し、年度計画に記載した方向

で次の研究を実施した。

① 循環型社会形成推進・廃棄物対策に関する調査・研究

② 化学物質環境リスクに関する調査・研究

一両センターは、重点的に配分された運営費交付金を核に競争的資金、業務受託費

などを確保しつつ研究を実施した。

一各調査研究は、 14年4月の外部研究評価委員会による年度評価(助言)におけ

る委員コメントを踏まえつつ実施した。また、 1 4年度までの研究成果について

1 5年4月の同委員会において中間評価を受け、 15年度以降の研究実施方針に

反映することとした。(資料 39) 

ウ.基盤的研究

一基盤的研究としては、ア、イ、エを除いて重点研究分野として計画した広範囲な

研究課題が網羅されており、経常研究費による小規模な基礎研究から、競争的資

金によるプロジェクト型の研究まで様々な研究を実施した。なお、基盤的研究と

しては、重点研究分野に明記されていない独創的な研究にも数多く取り組んだ。

一基盤的研究についても、競争的所内環境を醸成する観点から創設した「奨励研究」

及び「特別研究j からなる所内公募制度により、平成 14年度においては、以下

のとおり奨励研究等を実施した。(資料41 ) 

公募研究の種類 課題数 対象となる研究

H13 H14 

-基盤的研究(年300万円程度)及び長

1 4 40 期的なモニタリング等が必要な研究 (5年

奨励研究 以内。年 1，000万円以内)。

-内部研究評価委員会による評価に基づき

採択。
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-重点研究分野におけるプロジェクト型 l

の研究(概ね3年以内。年 2，000万円|

特別研究 6 7 以内)。

-内部及び外部の研究評価委員会の評価

を勘案して採択。

一平成 15年3月の内部評価委員会において、 14年度前期奨励研究(終了時)及

び特別研究(年度毎)の評価を行い、研究の方向についての助言を行った。

-1 4年 12月の外部研究評価委員会において、 13年度終了の特別研究等の3課

題について事後評価を実施した。(資料42)

ーまた、内部研究評価委員会及び外部研究評価委員会の事前評価の結果を踏まえつ

つ、 15年度から実施する新規の特別研究として3件の研究課題を採択した。

エ.知的研究基盤の整備

一知的研究基盤を整備する組織として、環境研究基盤技術ラボラトリー及び地球環

境研究センターにおいて、年度計画に記載した方向で知的研究基盤の整備を行っ

た。また、 14年度までの事業の成果について 15年4月の外部研究評価委員会

において中間評価を受け、 1 5年度以降の事業実施方針に反映することとした。

(資料40)

一環境標準試料等の有償分譲規程に基づき、環境標準試料及び微生物保存株の所外

等への提供を行っている。環境標準試料については、新たに 1試料(土壌試料)

を作成するとともに、 1 4年度においては、 1 2 6試料の分譲を行った。微生物

株については、 1， 1 3 3株を保存しており、 1 4年度においては、 424株の

分譲を行った。

-14年度より、環境試料や絶滅危慎種の細胞・遺伝子の長期保存のための環頃試

料タイムカプセル化事業を開始し、事業推進体制を構築するとともに、環境試料

タイムカプセル棟(仮称)の建設に着工した。

一成層圏オゾン層、地球温暖化、水資源等に関して、地球規模での精綴で体系的か

つ継続的な地球環境モニタリングを行い、こ ζから得られる多様な観測データを

広範囲のユーザーに提供するためのデータベースの構築と運用を行った。

一「温室効果ガスインベントリーオフィス」を設置し、地球温暖化対策推進法に基

づく我が国の温室効果ガス総排出量の算定業務及び関連の研究を開始した。

関連資料

資料37 中期計画における研究の全体構成

資料38 重点特別研究プロジェク卜の研究実施状況

資料39 政策対応型謂査・研究の研究実施状況
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資料40 知的研究基盤の整備の実施状況

資料41 所内公募研究の実施状況

資料42 平成 13年度終了特別研究の評価状況

自己評価と今後の対応

1 .重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査研究

1 4年度は、独立行政法人化後2年目として、組織体制や研究プロジェクトの運

営をほぼ軌道に乗せることができた。外部研究評価委員会による研究成果の中間評

価の結果は、重点特別研究プロジェクトについては一定水準以上の評価を得たが、

政策対応型調査研究については、厳しい評価を得た。これは、循環型社会の形成や

化学物質リスクの管理の分野において、多方面にわたる研究への期待度がますます

高まっているなかで、こうした期待に必ずしも十分に対応できていないのではない

かという指摘と考えている。

1 5年度においては、外部研究評価委員会の中間評価の結果や各委員から出され

たコメン卜を踏まえ、必要に応じて研究計画の見直し等を行いつつ、一層の研究の

進展を図る。特に、政策対応型調査研究については、要詰の強い研究課題について

の充実を図ることが緊急の諜題と認識している。

2.基盤的研究

所内公募研究のうち奨励研究については、 14年度後期にも流動研究員等も参加

できる形で所内公募を行い、一層の活性化が図られたと考えているが、この 2年間

の経験も踏まえつつ、所内公募のあり方について、さらに見直しを行っていくこと

としている。

3年を一応の単位とする特別研究については、外部研究評価委員会による終了時

評価、あるいは内部研究評価委員会による中間評価においても、一定の評価が得ら

れている。重点特別研究プロジェクトや政策対応型謂査・研究だけでは十分カバー

できない緊急的政策課題や基盤的あるいは先見性が必要とされる研究については、

迅速・適切に対応する役割を担っている。

若手研究者の育成、先進先導的な研究の発掘・育成、所内の競争的環境の醸成と

ともに、環境研の特色である様々な分野の研究者が参加するプロジェク卜の形成の

ために、所内公募研究制度を継続・充実していく。

3.知的研究基盤

環境研究基盤技術ラボラトリーでは、環境試料タイムカプセル化事業を新たに立

ち上げ、環境試料の長期保存や絶滅危慎生物の細胞等の保存事業に着手した。地球

環境研究センターでは、新たに温室効果ガスインベントリーオフィスを開設すると

ともに、炭素循環研究プロジェクトの国際事務局設置に向けた検討を進めるなど、

国内外のセンターとしての役割の強化が図られた。 14年度までの業務実施状況に

ついては、外部研究評価委員会において中間評価を受けたところであり、その結果

や各委員からのコメント等を踏まえつつ、業務の一層の進展を図る。
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(4)研究課題の評価・反映

研究活動の効率化・活性化を促進し、すぐれた研究成果を発信するため、

研究評価実施要領に基づき、研究所内及び外部専門家による研究課題の評価

を行い、研究資源の配分の決定、今後の研究の進め方等の検討に反映させる。

14年度計画の位置づけ

研究評価実施要領に基づき、内部及び外部の研究評価を適切かつ着実に実施する。

また、研究評価の結果は、研究資源の配分等に適切に反映していく。

豊重皇室量

一「閏の研究開発評価に関する大綱的指針J(内閣総理大臣決定)を踏まえ、 14 

年4月、独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領及び独立行政法人国立環

境研究所研究評価実施細則の一部見直しを行い、これに基づき、内部研究評価及

び外部の研究評価を行った。研究の種類毎の研究評価の方針は、下表のとおりで

ある。

なお、競争的資金等の外部資金による研究の評価は、それぞれの制度に基づ、く

研究評価によることとしている。

研究の種類 研究評価の方針

経常研究 -領域長等が指導

基 奨励研究 -内部研究評価委員会による評価[事前、年

盤 度(長期モニタリング)、事後]

的 特別研究 -内部研究評価委員会による評価[事前、中間、

研 事後]

~ -外部研究評価委員会による評価[事前、事

後]、その結果を公表

重点、特別研究プロジェク卜 -内部研究評価委員会による評価[年度(助

及び政策対応型誠査研究 言)、中間 (2年次終了時)、事後]

-外部研究評価委員会による評価[年度(劫

言)、中間評価 (2年次終了時)、事後]、そ

L_ 
の結果を公表
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一研究評価の評価軸は、次のとおりである。

評価軸 事前 年度 中間 事後

環境問題の解明・解決への貢献度 。 。 。
研究成果目標

明確性、的確性 。
個 達成度 。 。 。
月リ

研究計画
適切さ 。

の
妥当性 。 。

百平
価 内容の独自性、科学技術・学術に対す 。 。 。
車由 る貢献度

社会・行政に対する貢献度、国際的な 。 。 。
貢献度

総合評価 。 。 。 。
一当研究所の内部及び外部の研究評価では、研究のランク評価 (A:大変すぐれて

いる B:すぐれている C:普通(研究の実施は可とする) D:やや改善が

必要 E:大幅な改善が必要)だけでなく、当該研究に対して様々な函かのコメ

ン卜、助言を得て、今後の研究に生かすことに重点、を置いている。

一内部研究評価は、研究推進委員会が評価委員会の役割を担い、次のとおり実施し

た。

年月 評価対象 評価の種別

1 4年 5月 知的研究基盤、情報関連業務 年度

1 4年 9月 1 4年度後期奨励研究 (43課題) 事前

1 4年 10月 1 3年度終了特別研究 (2課題) 事後

1 5年度特別研究 (8課題) 事前

1 5年 2月 1 4年度実施奨励研究 (14課題) 年度、事後

1 5年度奨励研究 (76課題) 事前

1 4年 3月 重点特別研究プロジェクト、政策対応型調査・研 中間

究、特別研究、知的研究基盤及び情報関連業務

一外部研究評価は、外部の専門家 24名からなる外部研究評価委員会(資料43)

を設置し、次のとおり実施した。また、その結果をホームページ上で公表した。

年月 評価対象 評価の種別

1 4年 4月 重点特別研究プロジェク卜及び政策対応型調査・ 年度

研究

1 4年 12月 平成 13年度終了特別研究 (2課題)、 事後

1 5年度特別研究 (3課題) 事前

1 5年 4月 重点特別研究プロジェクト、政策対応型調査・研 中間

究及び知的研究基盤
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一重点特別研究プ口ジェクト等については、 14年4月の外部評価(年度評価)結

果及び9月の独立行政法人評価委員会の評価結果を踏まえ、 15年度の予算に反

映させた。 (1，000万円増が 1プロジェク卜、 500万円増が3プロジェク卜)

ー 15年4月の外部評価委員会による中間評価の結果は、プロジェクト関係者のみ

ならず、理事、研究推進委員会メンバ一等を交えた場で議論し、 15年度以降の

研究の進め方に反映させるとともに、 15年度の予算へ反映させる予定である。

一研究所の評価を高めることや研究所活動の発展に多大な貢献を行った者等を顕

彰するための表彰制度 (NI E S賞)制度に基づき、競争的資金(地球環境研究

総合推進費)による研究課題の終了時評価で極めて高い評価を得た 1課題の課題

代表者に対してNIES賞を授与し、研究奨励金を配分した。さらに、地域密着

裂の研究活動を通じて地域環境保全に貢献した者 1名に対しても、 NIES賞を

授与した。

国連宣担

資料43 独立行政法人国立環境研究所研究評価委員会委員

自己評価と今後の対応

研究評価については、予定していた評価日程に沿って着実に行うことができた。

奨励研究について非常に多くの提案があったこともあり、研究者及び企画部門にお

いて、研究評価の準備、実施、とりまとめの各段階で大きな労力を費やしたが、研

究への助言を得る、研究に区切りをつけながら効率的に進めるという面で有用であ

った。また、流動研究員も含めた研究者の聞における競争的環境の醸成を通じて、

研究所の活性化にもつながったと考えている。

重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査研究の外部専門家による年度評価

においては、各委員から貴重な意見をいただき、 14年度の研究方針に生かすこと

ができた。 14年度までの成果に対する中間評価については、いただいた意見も踏

まえ、目標の着実な達成に向けた今後の研究の実施に適切に生かしていくこととし

ている。

当研究所の研究評価制度は、単に研究成果等のレベルを評価するためだけではな

く、今後の研究への助言を得ることに主眼を置いている。研究評価に費やす労力を

軽減しつつ、意味のある研究評価を実現していくよう努める。
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( 5 )研究成果の普及、成果の活用促進等

①研究成果の普及

個々の研究者による学会誌、専門誌等での誌上発表や関連学会、ワークシ

ョップ等での口頭発表を奨励する。

広報・成果普及業務の着実な実施を図るため、所内の広報委員会において

業務計画の策定等を行うとともに、下記により研究成果の幅広い普及に努め

る。

・「環境儀」の発行など、わかりやすい研究成果報告書の作成

.研究成果のインターネットでの提供

-研究所年報の作成

.研究成果発表会の開催

・テーマに応じたシンポジウム、ワークショップ等の開催又はそれらへ

の参加

14年度計画の位置づけ

中期目標の数値目標の達成のために研究成果の誌上・口頭発表を積極的に進める。

また、広報・成果普及業務の計画的かつ着実な実施を図るための実施体制を確立す

るとともに、様々な媒体を利用して積極的な成果の普及を行う。

差童豆皇董

1 .研究成果の誌上・口頭発表

-14年度の研究成果の誌上・口頭発表件数は、以下のとおりである。

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

年度 和 文 欧文 言十 圏内 圏外 計

13年度
227 310 537 

756 185 941 
(80) (254) (334) 

14年度
289 271 560 

773 184 957 
(105) (228) (333) 

(注)誌上発表件数の( )内の件数は、査読ありの件数

1 4年度の実績は、平成8年度から平成 12年度までの年間平均値(誌上48

0件，口頭765件)のそれぞれ 1. 1 7倍、 1. 25倍に相当し、「中期目標期

間中の誌上発表件数、口頭発表件数をそれぞれ8年度から 12年度までの合計件

数の 1割増を目指す」という目標の達成に向けて、着実な成果をあげた。(資料4

4) 
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2.広報及び研究成果の普及

一研究所の広報及び成果普及活動について、円滑かつ着実な実施を図るため、広報

委員会において、「平成 14年度広報・成果普及関係業務計画」を策定した。

-14年度においても、研究所の研究成果等を刊行する際の刊行規程に基づき、報

告書等を刊行した。(資料45)

ー研究成果をリライトし国民各層に分かりやすく普及するための研究情報誌「環境

儀」については、 1 4年度において以下の4号を発行した(各4，000部)。な

お、読者へのアンケー卜結果によれば、概ねわかりやすくまとめられていると評

価されているものの、専門用語の解説などさらに配慮を求める声もあった。

第 4号 (4月)

第 5号 (7月)

第 6号 (10月)

第 7号(1月)

「熱帯林一持続可能な森林管理をめざしてJ

rvocー揮発性有機化合物による都市大気汚染」

「海の呼吸ー北太平洋海洋表層の C02吸収に関する研究J

「バイオ・エコエンジニアリングー開発途上国の水環境改

善をめざしてj

-14年6月 19日に東京メルバルクホールにおいて、国立環境研究所公開シンポ

ジウム 2002r環境温故知新Jを開催し、研究所の研究成果に関する 6つの

講演と 16テーマのポスターセッションを行った(来場者数約 1，000人)。

一「世界分類学イニシャティブアジア地域ワークショップJ(マレーシア)、「アジ

ア太平洋地域の流域エコシステムの持続的環境管理に関するワークショップ」な

ど、各種シンポジウム、ワークショップ等の開催・参加を行った。(資料46) 

堕重重担
資料44 誌上・口頭発表件数

資料45 国立環境研究所の平成 14年度刊行物

資料46 ワークショップ等の開催状況

自己評価と今後の対応

研究成果の誌上発表数及び口頭発表数については、過去5年間の平均をそれぞれ

17%、25%上回り、中期目標の達成に向けて着実に成果を上げている。今後と

もこの傾向が維持できるよう努める。

研究成果を国民各層に分かりやすく発信する試みである研究情報誌「環境儀」に

ついては、幅広いテーマを取り上(j、14年度までに7号を刊行できた。さらに理

解してもらいやすい工夫を重ね、研究所の顔となる刊行物として充実を図る。

公開シンポジウムには、一般の人々から高い関心が示されるとともに、講演内容

についても高い評価が得られた。 15年度においては、東京のみならず京都でも開

催することとしており、研究所の研究成果の発信の場として、今後とも内容に工夫

を加えながら継続に努める。
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②研究成果の活用促進

知的所有権の獲得・実用化の促進に努めるとともに、共同研究規程等に基ゴ

き、産学との交流を促進する。

14年度計画の位置づけ

知的所有権に関する制度、体制の充実を図るとともに、共同研究等を通じた産学

との交流を促進する。

霊童旦皇量

一「独立行政法人国立環境研究所職務発明規程j に基づき、 14年度は7件(前年

度8件)の発明を職務発明に認定するとともに、このうち 5件について特許出願

の手続きを行っている。また、 14年度に 6件 (2件)の特許等が登録された。

1 4年度末現在で、 40件の圏内及び外国特許、 3件の実用新案権、 3件の意匠

権、商標権 1件を登録している(資料47)。さらに、所員向けに、特許取得のポ

イントや実用化を図る手法に関する特許セミナーを開催するとともに、専門家に

よる特許椙談会を 2回開催レた。

一第 2. 1. (1)で記載したように、研究成果の社会還元促進の一環として、企

業との連携拡充に努めている。 14年度においては、「独立行政法人国立環境研究

所共同研究実施規程」に基づき、企業等との間で、合計40件 (38件)の共同

研究契約が実施された(資料 29)。また、企業等からの受託研究、研究奨励寄附

金についても昨年度を上回る件数を受けるなど企業との連携に進展が見られた。

このほか、企業、大学等の視察受入・意見交換を通じた交流を進めた。

(再掲) (件数)

1 3年度 1 4年度

共同研究契約 37 40 

企業 1 8 22 

国立研究所・独立行政法人 7 8 

特殊法人その他 1 2 1 0 

地方環績研究所との共同研究 43 45 

企業等からの受託研究・研究奨励寄付金 1 1 20 

一環境省等が開催する審議会等に職員が委員としての参画等を行った。(資料48)

国連室担

資料47 特許登録一覧

資料29 平成 14年度共同研究契約について
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資料48 各種審議会等の委員参加状況

自己評価と今後の対応

職務発明や共同研究に関する規程等の整備に加え、知的所有権の取得支援の一環

として、セミナーや相談会を実施することにより、知的所有権や産学の交流に関す

る所内の関心は徐々に高まりつつある。職務発明の認定件数はまだ少ないが、今後

さらに、知的所有権取得の支援方策を検討し、体制の充実に努める。

第 2.1. (1)で記載したように、企業との研究交流の少なかった当研究所と

しては、(社)日本自動車工業会との共同研究のような新たな協力関係の構築も進

むなど、共同研究や受託研究を通じて、十分な成果をあげることができた。今後と

も、当研究所の活動を周知する努力をしつつ、企業との研究協力の拡大を図る。
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@研究活動に関する広報・啓発

国立環境研究所ニュース等の定期的発行、ホームページによる発信、大

型実験施設の見学や研究活動の紹介等を行う研究所の一般公開 (4月及び

6月)、学校、企業、自治体等の団体見学の随時受入等を行うほか、国立環

境研究所友の会への協力等を通じて個人、 NPO、企業など、様々な主体と

のコミュニケーションを進める。

14年度計画の位置づけ

研究所の活動を紹介するための基本となる各種媒体の充実を図り、幅広く研究活

動の紹介等を行うとともに、 e様々な主体との連携を検討する。

童蓋旦墨量

1 .パンフレッ卜・ニュースレターの発行

一研究所の活動を紹介する各種媒体を作成した。

-ビデオ(2種)・新たに作成し、視察対応等に活用

-パンフレツ卜(日英各2種):必要な見直しを行いつつ、関心の高い個人、機

関に配布

・国立環境研究所ニュース: 年6回、各2.000部発行し、最新の研究活動

を紹介

-地球環境研究センターニュース: 月1回、各3，200部発行

一研究所ホームページにおいて、研究報告書に関するプレスリリースの掲載、研究

所の活動の紹介等を迅速に行った。

2.施設の一般公開、見学・視察の受け入れ

-1 4年4月18日(木)及び6月8日(土)に、つくば本構内で研究所施設の一般

公開を行った(それぞれ504人及び496人の来所者)。

一国内外の各方面からの視察受け入れを行った。(資料49)

国内(学校・学生、市民、企業、官公庁等): 82件 1， 63 7人

・海外(政府機関、研究者、 JI CA研修生等): 43件 359人

一これらの視察等については、研究所に対する一般の理解を深めてもらう観点から、

できる限り対応している。一方、それによる研究者等への負担を軽減し、一層の

効率化を図りつつ対応能力を向上させる必要があることから、広報経費を計上し

て、施設見学用のパンフレット、パネル、展示物等を整備するとともに、案内マ

ニュアルの作成を進めている。
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3.様々な主体とのコミュニケーション

一個人、 NPO、企業など様々な主体とのコミュニケーションを行う場として設立

された「国立環境研究所友の会J(会長:大井玄元国立環境研究所長)につい

ては、国立環境研究所ニュース、地球環境研究センターニュース、環境儀等を提

供するとともに、研究所施設見学会の開催、交流セミナーの開催を通じて、その

活動を経常的に支援している。 (14年度末現在の会員数は 380人)

一環境研究・環境保全に関するイベン卜、展示会等に研究所として積極的に協力を

行った。

イベント 実施時期 対応内容

第 1国産学官連携推進会議展示会 1 4年 6月 尽都国際会議場・水環境修復技

術等に関する出展

サイエンスキャンプ2002 1 4年8月 北海道落石岬の地球環境モニタ

リングステーションにて実施

サイエンス・フ口ンァィアつくば 1 4年 9月 つくば市・衛星観測等に関する

2002 講演、ポスターセッション等

つくば科学フェスァィバル 1 4年 10月 つくば市・地球環境に関する出

展等

つくばァクノロジー・ショーケース 1 5年 1月 つくば市・バイオマス資源化技

術等に関する出展

つくば科学出前レクチャー 適宣 研究者を登録し、要請に応じて

環境研究に関する講義等を実施

4. マスコミへの対応

マスコミからの取材には積僅的に応じている。その結果、当研究所の研究が紹介

されたり、当研究所の研究が言及されたりした新聞報道は、 93件にのぼっている。

(資料50)

盟連童担

資料49 平成 14年度研究所視察・見学受入状況

資料50 研究所関係新聞記事一覧

自己評価と今後の対応

広報活動や見学・視察の受け入れについては、協力者への支援制度も設け、積極

的に取り組んだ。視察受け入れ等については、専門に対応する人員の確保も念頭に、

準備を進めている。また、各種イベント等への参加を通じて情報発信や交流を進め

ることができた。今後、「国立環境研究所友の会Jの活用等による様々な主体との

コミュニケーションを拡充し、研究所の活動についての国民の理解向上に努める。
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2.環境情報の収集、整理及び提供に関する業務

環境情報センターにおいて、環境の保全に関する知識の国民への普及を図

るとともに、国等の環境政策及び企業、民間による自主的な環境保全に関す

る取組を支援するため、国内外の環境情報を収集、整備し、これらの情報を

容易に利用できるよう、国際的な連携も図りつつ、インターネット等を通じ

て提供する。

このため、体系的な収集整理、各データの相互利用、総合化、解析等が可

能となるようデータベース化を進めるとともに、地理情報システム (GI S) 

を活用した環境情報システムの整備など、国民にわかりやすい情報提供手法

の開発・導入を進める。

特に、予算の重点配分等により、以下のとおり、環境情報の収集、整理及

び提供に関する業務を行う。

① 環境情報提供システム (EI Cネットホームページ)整備運用業務

• 13年度に行った EICネットの利用者へのアンケートの結果及びホームぺ

ージ診断士による EICネット全般に関する意見等を踏まえ、より分かり

やすい情報の発信に努め、魅力のあるホームページを目指した改善を行う。

・より質の高いサービスを提供する観点から、環境情報の普及・啓発さらに

は環境教育をも視点に入れた、分かりやすいオリジナルなコンテンツの追

加、「国内及び海外の環境ニュース」や「トピックスJなど既に展開してい

る情報発信内容のさらなる充実を図る。

・一方で、引き続き環境情報のポータルサイトとして、環境情報に対するレ

ファレンス・ナピゲーション機能の充実を進める。

14年度計画の位置づけ

中期計画の目標達成の一環として、環境情報の収集、整理及び提供に関する業務

を実施するため、環境情報の現状や利用者のニーズを考慮しながら、利用者に使い

やすいデータベース等の整備を行う。その一漂として環境情報提供システムの充実

を図る。

差蓋皇室鐘

1 情報関連業務の実施状況

環境情報センターにおいては、環境情報一般について研究所らしい整備・提供を

行うため、各種の業務を展開している。また、地球環境研究センターや化学物質環

境リスク研究センターなどにおいても、地球環境モニタリングデータや化学物質関

連情報のデータベースなどを整備し、情報の提供を行っている。なお、これらの業

35 



務や研究等業務の円滑な遂行のため、環境情報センターにおいては、ツールとして

のコンビュータ・ネットワークシステムの的確な管理運用に努めている。

2， E I Cネットホームページ

-EICネット (Environmenlal Informalion & Communicalion Nelwork)は、環

境基本法第 27条に基づき、環境教育・学習の振興及び民間の環境保全活動の促

進に資するため、環境情報の提供及び情報交流の促進を目的として運営を行って

いるものである。

一平成 14年度における EICネットの利用ヒッ卜(ページアクセス)件数は、月

平均約 245万件、年度総計約 2，940万件であり、着実に増加している。

(ヒット件数)

5，000，000 

4，000，000 

3，000，000 

2，000，000 

1，000，000 

。
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 

EICネット月間利用ヒット(ページアクセス)件数の推移 (月)

(実線:平成 14年度、破線:平成 13年度)

(注)平成 14年6月及び8月のヒット件数の急激な塘加は、民間サイトの検索ロボットによ

る自動検索が、頻繁に行われたためと思われる。

一一 EICネットホームページの日常的運用業務については、中期計画に記述されて

いる「研究支援の質の低下を招かないように配慮し、アウトソーシング可能なも

のは外部委託に努める」ことを踏まえ、前年度に引き続き(財)環境情報普及セ

ンターに請負業務として委託した。
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rE 1 CネットホームページJのトップページ

ーより分かりやすい情報の発信に関しては、継続して掲載中の rpick Up! Jのコー

ナー及び新規開設の rH教授の環境行政時評Jのコーナーにおいて、各記事に利

用者からの意見を収集する機能を追加するなど、利用者側のニーズの把握に努め、

その後のコンテンツへの作成への反映に努めた。

一平成 14年度に新規に掲載したオリジナルなコンテンツは次のとおりである。

・環境年表(環境白書を中心とした資料から、昭和 45年度以降の環境関連ので

きごと等を日付とともに整理し、フリーワードによる検索機能を付したもの)

.地方の環境研究の紹介コーナー(全国環境研協議会の会員各機関から、研究

成果の概要及びイベント情報を紹介するもの)

・環境情報ナビゲーシヨ‘ン(インターネット上の環境関連のサイトを探すため

のツールとして、各サイトを分類・整理したリンク集)

• H教授の環境行政時評(関西学院大学 ・久野教慢による記事で、さまざまな

環境問題を取り上げ、大学の指導教官と学生との対話形式で解説するもの)

一環境情報に対するレフアレンス・ナビゲーション機能に関しては、上記の「環境

情報ナビゲーションJコンテンツを新規に追加したほか、「環境Q&AJ及び「フ

ォーラムJを継続して運営するなど、充実に努めた。
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ーより効果的な情報発信を目指し、所外の有識者から成る「環境情報の適切な普及

に関する検討会Jを設置して所要の検討を行い、さらに所内外の有識者や情報整

備・提供関係者に対して環境情報のニーズ等に関するヒアリング調査を実施した

ほか、 EICネットホームページを通じて利用者に対するアンケート調査を行う

など、適切な情報発信のための調査・検討を行った。これらの結果を踏まえ、今

後、ホームページのリニューアルや新規企画を展開していく。

自己評価と今後の課題

利用者にとってより使いやすいホームページの運営を目指した結果、ヒット件数

は着実に増加している。また、ホームページが他のホームページからどの程度リン

クされているかを示した rNaverリンクサーチ」という民間サイトでは、「環境問題」

のカテゴリーにおいて EICネットがトップにランクされている(全カテゴリーを

総合したランクでは、約 2，500の登録サイト中第 181位)など、広く一般から認知

されつつあると思われる。

しかし、既存情報だけでは自ずと利用者が離れていくことが考えられるため、今

後とも、利用者のニーズを的確に把握しつつ、幅広い環境情報を発信していく。
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②環境国勢データ地理情報システム(環境G 1 S)整備運用業務

全国の大気環境監視データ集計値及び公共用水域水質データ集計値につい

てデータベース化を進める一方、これらのデータを地域ごとに地図やグラフ

表示を行い可視化するとともに、地形図や規制図等の地理情報と重ね合わせ

表示を行うなど、生活に密着した身近な地域環境に関する情報として、国民

が理解しやすく利用しやすい形に加工し、インターネットを通じて提供する。

また、自動車交通騒音など、より生活密着型の地域測定データの追加につい

て、検討を進める。

14年度計画の位置づけ

中期計画の目標のうち、14年度においては、データの集積量の多い大気環境情

報監視データ集計値及び公共用水域水質データについて、データペース化を進める

とともにGISを利用した提供を行う。

また、GIS技術等を活用した各種環境情報の提供に関する環境省からの受託等

業務についても積極的に取り組む。

業務の実績

-r環境省国土空間データ基盤整備等実施計画Jに基づき、同計画で規定される第

1類型(各種指定・規制図データ)を 15種類、第2類型 (環境質測定データ)

を2種類、データベース化するとともに、GISによるこれらのデータの重ね合

わせ表示のできるウェブGISシステム (環境G 1 S)を開発した。

混和ISll 盆置やltiIIO>湯浅Ø)~克に立、て. 地町曹根システム
(印舗を用いて、健備するベベJです.恐喝省や也立環境野究所に
より漬賓さnJ乙さまざま宿場鴻貨にコ乱、ての摺鍵ヂー台~法集量防
総混在、自紙Bゃクラブで見ることhマきます.

このベージIl.lt.iI持政法A血立環境研究所魂鋪情憾で
ン9ーが作成するべージです.ご意見やご質問l;_
昌宣虫垂且ーまで.あ匂セ下吉正‘.:f:ザイ干の著f'PIl耳、圏
、漏覇支 が所有します.

・このベージI;_ ←町噌t E咽b冊~O以よまた(;[
出回叫3以上またほそれ謂駒3織艇を待フブヲヲず
でご宣同ることを闘します.

r環境G 1 SJのトップページ
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「環境G1 sJのデータ重ね合わせ、測定データの表 ・グラフ表示の例

一平成 13年度に開始した試験運用を踏まえた改善を加え、平成 14年9月に本格

運用を開始した。

ー上記の第 1類型、第2類型のデータの他、平成 14年度においては次の2つの測

定データを追加掲載した。

水質汚濁物質排出量総合調査 (平成 10年度実施)による集計値

瀬戸内海環境管理基本調査(底質調査)(平成3年度-6年度実施)による測

定データ

一環境省から次の3件の業務の委託 ・請負を受け、システムの基本設計や基本的な

プログラムの開発など、それぞれの業務を適切に実施した。特に、既に運用を開

始している下記②(通称「そらまめ君J) については、携帯電話からアクセスす

る機能を追加するなどの改善を加えた結果、平成 14年度における総アクセス件

数は 1.1 00万件にのぼっている。また、開業務の一環として、年度末には「環

境省花粉観測システム」の試験運用を開始した。

①水質環境総合管理情報システムの開発

② 大気汚染物質広峨監視システム表示系管理

③大気生活環境総合管理システムの開発
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自己評価と今後の対応

平成 13年度に試験運用を開始した環境GISは、改善を加え平成 14年9月に

本格運用を開始した。また、第2類型のデータ項目として、過去に行われた2つの

調査結果のデータも追加掲載した。今後も、中期計画における記載も踏まえた整備

を進めることとしている。

環境省からの受託等業務については、「大気汚染物質広域監視システム」の通常

運用と機能強化を行うとともに、その他の業務については本格システムの構築に向

けたプロトタイプの作成を行うなど、所内研究者のアドバイス等も得ながら、着実

に推進している。今後も、各システム作りに向けて、プログラム作成などの専門的

かっ定型的な業務については、引き続きアウトソースの活用を図りながら、システ

ム全体の設計構想のとりまとめなど、環境省の要求と国民のニーズを満足するシス

テム構築の基幹的な役割を環境情報センターが担っていくこととする。
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③研究情報の提供業務

・ 当研究所の研究成果の電子化を進め、これらを研究所ホームページ等を通

じて広く所外に提供する。また、年報については、研究課題一覧表を追加

するほか、構成、内容等を大幅に変更するとともに、研究所ホームページ

上で研究課題の閲覧が可能となるよう整備し、研究所内外からの利用に供

する。

研究成果等を国民に分かりやすくリライトした刊行物(環境儀)の充実を

図るなど、インタープリテーション機能の強化に努める。

14年度計画の位置づけ

国立環境研究所ホームページを介して国民が研究成果を入手できるシステムを

着実に整備 ・運営する。

業務の実績

一平成 14年度から、年報、特別研究報告、環境儀の他、新たに過去の研究報告、

業務報告についても本文や画像等を含め全文をホームページより閲覧を可能と

した。
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国立環境研究所ホームページのトップページ
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一所内研究ユ三ツ卜とも連携し、研究所ホームページを通じて国立環境研究所の最

新情報や研究成果・データベースの発信を穣極的に行うとともに、各研究ユニッ

トからの情報発信を支援した。平成 14年度中に公闘を開始したデータ等は、以

下のとおりである。

T ータ等名称 所内担当ユニット等

Oユニット等のホームページ

循環型社会形成・廃棄物研究tントホームヘ.ーグ 循環型社会形成・廃棄物研究循環tント

温室効果f;¥インヘ'ントリオフィス (G I 0)トAヘ.γ 地球環境研究tント

0地球環境関連

東7シ.7~或の黄砂・大気汚染物質分布予測 大気圏環境研究領域

極渦予測l 地球環境研究tント

0データベース

化学物質環境動態王子.府.-~へ.-;¥ 化学物質環境リ;\9研究i!;'~-

環境本版ンデ-~ヘ.-;¥ 環境初U ・9'イオキシン研究プ日シ.19ト

環境国勢デ-~地理情報システム(環境G I S) 環境情報tント

誌上発表論文デサヘ.-;¥英語版検索システム 環境情報センター

0その他

情報公開・法人文書開示イーシ. 総務部/環境情報センター

N I E S子どものぐーシ. 環境情報tント

一平成 14年度における国立環境研究所ホームページの利用ヒット(ページアクセ

ス)件数は、月平均約 360万件、年度総計約4，300万件であり、平成 13年

度に比較して2割ほど増加している。

(ヒット件数)

5，000，000 

4，000，000 

3，000，000 

2，000，000 

1，000，000 

。
4 5 6 7 B 9 10 11 12 1 2 3 

(月)

国立環境研究所ホームページ月間利用ヒット(ページアクセス〉件数の推移

(実線:平成 14年度、破線:平成 13年度)
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一平成 14年度は下記の刊行物を発行するとともに、過去の刊行物全てを研究所ホ

ームページから閲覧・ダウンロードできるようにするための PDF化を行った。

一年報については、研究所内外からの利用の便を図るため研究課題一覧を作成し、

より活用しやすいものとした。

一研究成果を国民各層に分かりやすく発信するための研究情報誌「環境儀」につい

ては、アンケー卜調査の結果を踏まえ、内容の充実に努めるとともに、環境儀の

作成を円滑に進めるため、「環境儀編集方針」及び f環境儀作成手)1頂」を作成し、

担当研究者の負担軽減や業務の効率化を図った。

平成 14年度刊行物の種類と発行部数一覧

刊行物名称 発行部数

国立環境研究所年報 1 500昔日

国立環境研究所英文年報 1 200昔日

国立環境研究所特別研究報告 800音B

国立環境研究所研究報告 300部

国立環境研究所地球環境研究センタ一報告 250~300部

国立環境研究所研究計画 500音H

環境儀 4000音H

国立環演研究所ニュース 2000音B

地球環境研究センターニュース 3200音日

自己評価と今後の課題

環境儀については、国民各層に分かりやすくするため、今後も、読者の意見を反

映しつつ、さらなる内容の充実に努める。

平成 14年度に国立環境研究所の過去の指定刊行物の本文・画像等の電子化を進

め、インターネット上での提供を図った。今後も、研究所年報や研究成果報告書の

着実な刊行を行い、刊行物による情報提供を実施するほか、インターネット上での

提供の充実を図る。
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第 3. 予算、収支計画及び資金計画

( 1 )予 算 平成 14年度収支予算

( 2 )収支計画 平成 14年度収支計画

(3)資金計画 平成 14年度資金計画

14年度計画の位置づけ

中期計画に基づき、年度当初に作成した収支予算等の適切な実施を図る。

豊重豆皇畳

一平成 14年度予算の執行状況は、次のとおりであった。

平成 14年予算の執行状況 (単位:千円)

区 分 予算額 執行額 備 考

運営費交付金 10，063，741 9，174，704 889，037 [翌年繰越]

(547，874) (547，874) (0) 

業務経費 6，570，182 5，971， 615 

(428，449) (428，449) 

[内訳]

研究費 3， 638， 361 3，773，263 

大型施設等関係経費 1，651，531 1， 151， 414 

光熱水料 628，000 560， 554 

研究業務関連共通経費 652，290 486，384 

人件費 2，854，134 2，675，153 

(0) (0) 

一般管理費 639，425 527，936 

(119，425) (119，425) 

受託経費等 3，927，043 3，901， 173 25，870 [翌年繰越]

(15，915) (14，965) (950) 

施設整備費 2，253，594 942，047 1， 311，547除受入れ]

(163，594) (163，594) (0) 

dEb3 h 言十 16，244，378 14，017，924 

注) 1.下段()書きは、前年度からの繰越額で、上段の内数である。

2.受託経費等の予算額は収入額を、施設整備費の予算額は執行可能額を示す。
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ーその他の状況は、財務諸表に示す。

園連宣担

別添 平成 14年度財務諸表

46 



第 4. その他業務運営に関する事項

( 1 )施設・設備に関する計画

平成 14年度は、中期計画に基づき、計画的に施設・設備を取得・整備す

るとともに、業務の実施状況及び老朽化度合等を勘案し、施設・設備の改修・

更新を行うものとする。

14年度計画の位置づけ

中期計画に基づき、施設等の状況を勘案しつつ、施設・設備の整備、改修等を行

つ。

童蓋皇室量

一中期計画の施設・設備に関する計画に基づき、国の施設整備費補助金を得て、計

画的に施設・設備の整備等を行った。(資料51 ) 

一国の 13年度補正予算(施設整備資金貸付金)で認められた環境試料タイムカプ

セル棟については、設計及び住民説明等を了し、建設を開始した。

ーその他、省エネルギー、安全対策などの面から緊急に必要となった設備の整備・

改修については、内部財源の捻出により対応をした。(資料 14参照)

関連資料

資料51 施設等の整備に関する計画

自己評価と今後の対応

関連予算を活用し、必要な施設・設備の整備、改修等を進めた。来年度も、環境

試料タイムカプセル棟の竣工、新たなナノ粒子健康影響実験施設(仮称)の建設を

含め、計画的な実施を図る。
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(2 )人事に関する計画

平成 14年度は、中期計画に基づき、重点特別研究プロジェク卜及び政策

対応型調査・研究の業務に対応するため、弾力的な研究者の配置を図るとと

もに、管理・支援部門については、研究支援の貿の低下を招かないよう配慮

し、アウトソーシング可能なものは外部委託に努めるものとする。

1 4年度計画の位置づけ

中期計画に基づき、重点特別研究プロジェクト等への研究者の弾力的な配置と、

管理・支援業務の体制の効率化を図る。

業務の実績

1.研究プロジェク卜への研究者の配置、任期付研究員の採用

一多様な専門分野の研究者が分野横断的なプロジェクトで幅広く活動できるよう、

研究プロジェクト等について職員配置の充実に努めた。

1 4年度末現在で、重点特別研究プロジェクトの 6グループには併任職員を含め

104人(前年度末 100人)を、政策対応型調査・研究の2センターには同じ

く44人(同41人)を配置している。(資料2参照)

ーまた、任期付研究員の採用にも努めた。

1 4年度末における任期付研究員は 28人であり、研究職員会体に占める割合は

14%であった(資料3参照)。これは 13年度末の 17人(研究職員の 8.8 %) 

に比べ約 6割の増加であり、「研究部門中の任期付研究員が占める割合を 13 %程

度に」という中期計画の目標を上まわった。

2.管理部門に係る効率化

一独立行政法人化後、予算・人員等の拡充もあって急増している研究企画、人事・

会計・施設管理等の業務に対しては、管理部門の常勤職員44人、非常勤職員2

6人の計70人をもって対応した。(資料52)
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管理部門の人員等

平成 13年度 1 4年度〔対前年比〕

管理部門の人員 74人 70人 (0. 95) 

研究等部門の人員 5 2 1人 603人 (1.16)

研究所の予算 1 2 4億:円 1 3 4億円 (1.08)1

注)人員は常勤職員と非常勤職員の合計、予算は運営費交付金と自己収入の合計。

研究等部門の人員や所全体の予算の増に対し、管理部門の職員数が削減されたの

は、会計事務の支援などに 24人の派遣職員を活用したこと、大型施設の運転に

は21社との請負契約により 98人の支援を得たこと、第 1-3.で記したよう

な事務処理の効率化を進めたこと等の理由による。

国連宣担

資料52 管理部門の人員等の推移

資料53 平成 14年度国立潔境研究所の勤務者数

自己評価と今後の対応

研究等の業務ニーズに対応すべく、研究員配置の充実、管理部門の効率的運用に

努めた。次年度以降も、引き続き人員体制の充実等を図っていく。
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